電子取引データの訂正及び削除の防止に関する事務処理規程
会社名　［会社名を記入］
管理責任者　［管理責任者を記入］
施行日　［年］年［月］月［日］日
第1条 目的及び適用範囲
当社は、関税法第94条の5に基づく電子取引データの保存義務を履行し、関税法施行規則第10条の3第1項第4号に定める正当な理由のない訂正及び削除の防止を行うため、本規程を定める。本規程は、対象となる輸出入関連の取引データを取り扱う全ての役員及び従業員に適用する。
第2条 管理責任者及び処理担当者
本規程に記載する管理責任者が、電子取引データの保存、訂正及び削除の管理と、従業員への周知を行う。処理担当者は、電子取引データを受領・交付し、保存又は訂正・削除を行う担当者とする。
第3条 対象取引及び対象データ
本規程の対象は、当社が電子メールその他の電子的な方法で受領又は交付し、LogiMeetsに保存する輸出入関連の取引データのうち、当社に関税法上の保存義務があり、訂正及び削除の防止を本規程により行うものとする。対象には、インボイス（仕入書）、契約書、パッキングリスト（包装明細書）、運賃明細書、保険料明細書、価格表その他輸出入した貨物の取引情報を含む電子データがある。タイムスタンプ又は要件を満たすシステムによる授受・保存等、別の改ざん防止措置を利用する取引（LogiMeets内で取引先と授受した書類を含む）は本規程の対象から除く。
電子的に交付した書類は、実際に交付した内容の電子データを保存する。紙で受領又は交付した書類は紙で保存し、スキャナ保存は行わない。LogiMeets以外に保存する電子取引データは、当社が定める保存場所及び運用手順により別途管理する。
第4条 保存場所及び保存期間
対象データは、LogiMeetsの当社アカウント内の書類管理に保存し、該当するシップメントと関連付ける。輸入又は輸出に係る電子取引データは、原則として輸入又は輸出の許可の日の翌日から5年間保存する。輸入許可書等を関税関係帳簿の代わりに保存する場合は7年間とする。特例申告貨物等の取扱いを含め、対象データごとに適用される保存期間と起算日を確認し、その期間が満了するまで保存する。
同じデータに国税関係その他の保存義務もある場合は、経理部門等と対象データ、保存先、保存方法及び保存期間を確認し、それぞれの保存義務を満たすよう管理する。
他社のクラウドサービス等で共有されたデータは、相手方の操作等により保存期間中に閲覧できなくならないよう、必要に応じて自社管理の保存先へ保存する。LogiMeetsの利用終了又はアクセス権限の終了前には、保存義務のあるデータをダウンロードし、検索・閲覧・提出できる状態で別の保存先に引き継ぐ。
第5条 保存内容の確認及び検索及び提出
処理担当者は、保存したデータが受領又は交付した内容と一致し、明瞭に表示できることを確認する。取引日付、取引金額及び取引先により対象データを検索できるよう、書類又は関連するシップメントの情報を整える。AIによる抽出結果に不足又は誤りがある場合は、原本と照合して補完・訂正する。
管理責任者は、対象データを速やかに閲覧し、書面への出力及びデータのダウンロード・提出ができる状態を維持する。税関職員によるデータの提示・提出の要求に応じることができるようにする。
第6条 訂正及び削除の原則禁止
保存義務のある対象データについて、正当な理由のない訂正及び削除を禁止する。LogiMeetsで削除済みに移動したデータも保存対象として取り扱い、保存期間中は正当な理由なく完全削除しない。
第7条 訂正及び削除が必要な場合の手順
誤登録、重複登録その他業務上やむを得ない理由により訂正又は削除が必要な場合、処理担当者は、対象書類、取引先、訂正・削除の内容及び理由を管理責任者に示し、その確認を受けて処理する。
実際に受領又は交付した内容の訂正では、LogiMeetsの差し替え機能等を用い、訂正前のデータと訂正後のデータの関係を確認できるように保存する。完全削除の前には、保存義務の対象か、保存期間が満了したか、又は適切な別の保存先に保存されているかを確認し、必要なデータの消失を防ぐ。
処理担当者は、対象書類、取引先、処理日、処理内容、理由、担当者及び管理責任者の確認内容を、電子メール又は社内の記録等により残す。その記録は対象データに対応付け、対象データの保存期間が満了するまで確認できる状態で保存する。
第8条 備付け及び周知及び運用確認
本規程は、社内の共有フォルダ等、関係する役員及び従業員が必要なときに閲覧できる場所に備え付ける。LogiMeetsのシステム概要・操作説明書は、LogiMeetsの管理画面のサイドメニューの「書類の電子保存について」又はそのPDFにより参照できる状態にする。管理責任者は本規程を社内の関係する役員及び従業員に周知し、実際の保存・訂正・削除が本規程に沿って行われていることを確認する。保存漏れや誤削除を把握した場合は、速やかに復元又は再取得等の是正を行う。
第9条 施行及び改定
本規程は、記載の施行日から適用する。運用の変更等により改定する場合は、管理責任者が内容を確認し、改定後の規程を社内に周知する。改定前の規程も、当時の運用を確認できるように保存する。

